
（単位：百万円）

流動資産 25,157 流動負債 8,992
15,599 支払手形 8

189 電子記録債務 4,609
3,601 買掛金 1,831
790 未払金 1,332
681 未払費用 264
333 未払法人税等 23

2,281 未払消費税等 156
貯蔵品 3 賞与引当金 414

1,156 店舗閉鎖損失引当金 43
未収入金 290 資産除去債務 3
その他 280 その他 304
貸倒引当金 △ 52 固定負債 1,568

固定資産 17,723 店舗閉鎖損失引当金 40
有形固定資産 9,157 長期預り保証金 601
建物 2,770 資産除去債務 800
アミューズメント機器 2,116 その他 126
土地 3,782 10,561
その他 487 （純資産の部） 0

無形固定資産 170 株主資本 32,320
ソフトウエア 126 資本金 50
その他 43 資本剰余金 24,203

投資その他の資産 8,396   その他資本剰余金資本準備金 230
前払年金費用 418   その他資本剰余金 23,972
差入保証金 7,286 利益剰余金 8,066
繰延税金資産 516   その他利益剰余金 8,066
その他 234   　繰越利益剰余金 8,066
貸倒引当金 △ 59 評価・換算差額等 0

その他有価証券評価差額金 0
32,319

42,881 42,881

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

商品

　貸借対照表
（2020年３月31日現在）

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）

現金及び預金
受取手形
売掛金

資産の部合計 負債・純資産の部合計

製品
原材料
仕掛品

前払費用

負債の部合計

純資産の部合計



（単位：百万円）

売上高 45,702

売上原価 33,853
売上総利益 11,849

販売費及び一般管理費 11,765
営業利益 83

営業外収益

受取利息配当金 0

雑収入 71 71

営業外費用 26
経常利益 128

特別利益

固定資産売却益 1 1

特別損失

固定資産除却損 103

減損損失 329

店舗閉鎖損失引当金繰入額 98

その他 21 552

税引前当期純利益 △ 422

法人税、住民税及び事業税 △ 195

法人税等調整額 △ 109 △ 305

当期純利益 △ 117

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 損益計算書

（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

科　　　　　　　目 金    　　 額



個別注記表 

 

１. 重要な会計方針に係る事項  

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法  

  その他有価証券  

   時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 

    （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

   時価のないもの 移動平均法による原価法 

   

   

（２） たな卸資産の評価基準及び評価方法  

  通常の販売目的で保有するたな卸資産  

   商品、製品 移動平均法（一部個別法）による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方

法） 

   原材料、仕掛品 移動平均法（一部個別法）による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方

法） 

   貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法） 

   

   

（３） 固定資産の減価償却の方法  

  有形固定資産（リース資産を除く） 定率法 

    ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。 

    なお、主な耐用年数は、以下のとおりでありま

す。 

     建物（附属設備含む） ３年～60年 

     アミューズメント機器 ３年～５年 

    

  無形固定資産（リース資産を除く） 定額法 

    なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

     

  リース資産 所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用しております。 

   

  

 

 

 

 



（４） 引当金の計上基準  

  貸倒引当金 債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額に基づき計上しております。 

    

  賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給

対象期間に対応する支給見込額に基づき計上して

おります。 

    

  店舗閉鎖損失引当金 閉鎖を決定又は予定している店舗等の今後発生す

ると見込まれる損失について、合理的に見積もら

れる金額を計上しております。 

    

  退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

   数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により、それぞれの発生事

業年度の翌事業年度から費用処理しております。 

    

    

（５） 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を

採用しております。 

    

    

（６） 連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。 

 


